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研究成果の概要： 

本研究では、(1)企業の社会環境情報開示について、投資家を中心とするステイクホルダーのニ

ーズには概ねこたえているものの、定量情報の開示などは改善の余地があること、(2)企業の内

部会計について、マテリアルフローコスト会計を中心とする環境管理会計が CSR 会計フレーム

ワークとして有効であるが、日本型のマテリアルフローコスト会計はドイツ型と比較して現場

改善指向が強いため、体系化に工夫が必要なこと、(3)情報開示のための外部会計について、CSR

会計に関しては付加価値会計を中心とした体系化が必要なこと、を明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
 
 研究開始当初は、CSR 会計の重要性が世界
的にも注目された時期であり、CSR 会計につ
いても、イギリスでは SIGMA ガイドラインな
どで体系化が目指されていた時期であった。
しかし、企業実務の面では、社会環境情報の
開示は進行していたが、CSR 会計面では、環
境管理会計を中心とする内部会計と、情報開
示のための外部会計では、発展段階がアンバ
ランスであった。このような状況のもとで、

CSR 会計のフレームワークを、ステイクホル
ダー・マネジメントの視点から検討すること
は極めて重要な課題であった。 
 
２．研究の目的 
 
 研究の目的は、ステイクホルダー・マネジ
メントのための CSR会計のフレームワークを
研究することであるが、これは次の３つの領
域に分かれる。 
 



(1)企業の社会環境情報開示実務の現状と課
題の分析：CSR 会計は、外部情報開示として
は、企業の社会環境情報開示の中で活用され
るものであり、その実務動向を分析・検討す
る。 
 
(2)企業内部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：企業内部の CSR 会計については、環境
管理会計を中心に、様々な手法が展開されて
いる。本研究では、マテリアルフローコスト
会計を中心に、環境管理会計の体系化を検討
する。 
 
(3)企業外部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：理論的根拠として、正統性理論、ステ
イクホルダー理論、アカウンタビリティ理論
などを比較検討することと、付加価値会計を
中心とする CSR会計フレームワークの実務的
な進展と理論的課題を究明する。 
 
３．研究の方法 
 
 上述の３つの目的に関する方法は下記の
とおりである。 
 
(1)企業の社会環境情報開示実務の現状と課
題の分析：日本企業の社会環境報告書を収集
して内容分析を行い、現状を把握するととも
に、その規定要因を分析する。 
 
(2)企業内部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：マテリアルフローコスト会計を中心に、
企業へのインタビュー調査を行う。一部、導
入研究などのアクションリサーチを行った。 
 
(3)企業外部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：過去の社会関連会計も含めた歴史的な
理論研究と SIGMAガイドラインを基礎とする
会計技術の研究を行った。 
 
４．研究成果 
 
(1)企業の社会環境情報開示実務の現状と課
題の分析：國部ら(2008)、Kokubu, et al. 
(2008)より 
 
 環境報告書・CSR 報告書での情報開示の現
状を「環境」および「社会」という２つの側
面から明らかにした。分析対象は 2006 年度
末の東証一部上場企業における売上高上位
の企業のうち、環境報告書及び CSR 報告書を
発行している企業の報告書であり、先行研究
のフレームワークを継承しながら、情報開示
内容を環境、社会に分類し、それぞれ内容分
析を行った。 
 環境側面での情報開示については、過去の
調査と比較すると全体としてはより網羅性

を高めているという傾向にあることがわか
った。ただ、その開示の程度は項目によって
異なっており、半数近くの項目については
80%以上の企業が開示しているにもかかわら
ず、「環境効率指標」や「生物多様性の保全
と持続可能な利用の状況」といった項目は３
分の１以下の企業が開示しているにすぎな
い。また、社会側面での情報開示については、
開示情報に大きな偏りがある。約５分の１の
項目を 80%以上の企業が開示している一方で、
約３分の１の項目については 10%以下の企業
しか開示を行っていない。例えば、労働力の
内訳では正社員数は 99%の企業が開示してい
るにも関わらず、派遣・契約社員やパートタ
イマー、正規雇用比率といった非正規雇用に
ついての事項はほとんどの企業が開示して
いない。 
 このように日本企業の CSR報告書における
環境情報開示と社会情報開示の現状は異な
っている。企業を取り巻くステイクホルダー
の情報ニーズが多様化していることもあり、
今後、企業にとっては公表したくない情報を
含めた社会情報の網羅性を高めることが望
まれる。 
 
(2)企業内部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：國部(2007a)、國部・大西・東田・堀
口(2008)、國部(2009b)より 
 
 マテリアルフローコスト会計は、環境管理
会計の主要手法であり、環境保全と経済効率
向上の双方の目的に貢献する。日本では、経
済産業省が中心となって普及に努力してお
り、多くの導入事例があるが、マテリアルフ
ローコスト会計を企業内で継続的に導入す
る場合、克服しなければならない課題もある。
そこで、國部(2007a)ではこの課題を指摘し
た上で、すでに同手法を継続的な導入に成功
している日本企業３社の事例から具体的な
対応方法を検討するものである。 
 その課題は、マテリアルフローコスト会計
のロス概念と既存の管理手法のロス概念と
の差異から生じており、具体的には管理可能
性原則および経済行動原則との対立という
形で現れる。そこでマテリアルフローコスト
会計を継続的に導入していくには、管理可能
性原則との対立については従業員の責任の
範囲を変更すること、そのためには経営者層
の関与が不可欠であること、経済行動原則と
の対立に関しては、経営者がマテリアルフロ
ーコスト会計による改善目標を優先するよ
うな経営環境の構築が有効であり、そのため
にはそれを評価する市場や社会の存在が重
要であると指摘した。また、田辺製薬ではマ
テリアルフローコスト会計実績報告会、キヤ
ノンでは職場拠点型環境保証活動、積水化学
工業ではロスコスト削減目標の設定と公表 



という形でそれぞれ上記の課題の克服を行
っている。 
 また、國部・大西・東田・堀口(2008)では、
環境管理会計研究の国際的な系譜について、
アメリカとドイツの特徴を比較して検討し、
それが国際ガイドラインや日本にどのよう
な影響を与えたかを考察した。その結果、ア
メリカにおける環境管理会計研究は経営意
思決定の環境配慮型への改善という特徴を
持ち、ドイツにおける環境管理会計研究は情
報システム構築が中心とするところに特徴
がある。日本は、ドイツで誕生したマテリア
ルフローコスト会計を導入しながら、情報シ
ステム構築の面よりもその中心は企業経営
における意思決定の改善にあることが明ら
かとなった。今後は、経営意思決定の改善と
情報システム構築という２つのテーマを組
織経営の中でいかに融合的に進めていくか
が課題となる。 
 また、國部(2009)は、日本で発展を遂げた
マテリアルフローコスト会計を日本型環境
管理会計とみなし、その方法論的特徴をマテ
リアルフローコスト会計発祥の地であるド
イツでの手法との比較を通じて検証すると
ともに、そこに潜む課題と解決のための方向
性を検討することを目的としている。 
 ドイツ型のマテリアルフローコスト会計
は、製造プロセスにおけるマテリアルのフロ
ーを透明化することを主目的として、ERP シ
ステムを前提とする大規模な情報システム
を指向している。その一方で、日本のマテリ
アルフローコスト会計は、廃棄物の削減を目
指した計算ツールとしては簡易的な手法と
して普及してきた。つまり、ドイツ型のマテ
リアルフローコスト会計は原則として製造
ラインに流れる全製品が対象であるのに対
し、日本型のマテリアルフローコスト会計は
１製造ライン１製品から適用可能なのであ
る。その結果、日本ではマテリアルフローコ
スト会計によるコスト削減効果が注目され、
企業に普及する上で大きな役割を果たした
のである。 
 しかし、こういったドイツ型と比較して簡
易型とも呼べる日本のマテリアルフローコ
スト会計は、企業への導入が容易であるとい
う点では普及においてメリットとして作用
したが、そのことによっていくつかの課題も
生じている。それが、マテリアルフローコス
ト会計の生産面での改善効果が追求される
あまり、環境保全手法としての側面が見過ご
される、ということである。このような課題
を克服するためには、マテリアルフローコス
ト会計によって企業のマテリアルのフロー
を透明化することの意義を再考し、そのこと
による環境保全と製造プロセスの長期的な
改善の可能性を確立する必要がある。前者に
ついては政府の環境政策と連動して、マテリ

アルフローコスト会計を活用する可能性が
広がることが重要であり、後者については経
営者がマテリアルフローコスト会計の長期
的な意義を理解して活用することが望まれ
る。 
 
(3)企業外部の CSR 会計フレームワークにつ
いて：國部(2007a)、國部(2009a)より 
 
 國部(2009a)では、社会関連情報報告の理
論的基礎を分析し、その現状と課題について
考察し、付加価値会計やサステナビリティ会
計などの動向を議論して、社会関連情報報告
から社会関連会計報告への展開可能性を検
討した。 
 社会関連情報報告の理論的基礎に関して
は、社会関連会計・報告の領域で長年議論さ
れてきた。そこでの議論は「企業はなぜ社会
関連情報を開示すべきか」という規範的理論
と、「企業はなぜ社会関連情報を開示するの
か」という実践に対する説明理論の研究に分
かれる。前者についてはアカウンタビリティ
理論が、後者については正統性理論やステイ
クホルダー理論があり、また政治経済理論も
ひとつの学派として存在している。これらの
理論は相互に完全に独立したものではなく、
理論的立場の相違は理論的な強調点の相違
として理解すべきである。 
 社会関連情報の報告実務の歴史は世界的
にみても古くはない。特に 1990 年代後半以
降急速に発展した。1990 年代は環境情報が中
心であり、2000 年頃より社会情報も加わり、
サステナビリティ報告書や CSR報告書と呼ば
れる報告書が普及してきた。この普及に貢献
したのが GRIのガイドライン(G3)である。GRI
ガイドラインは法律的な裏付けをもたない
民間ベースのガイドラインであるが、2000 年
代を通じて社会関連情報報告の国際的な標
準原則の地位を獲得している。また、GRI ガ
イドラインは、サステナビリティ報告書の内
容の確定を組織に委ねる一方で、その判断基
準としてマテリアリティの原則を、マテリア
リティ確定のための手段としてステイクホ
ルダー・エンゲージメントを提唱している。
これまでの報告原則は報告内容を規定する
ものが多かったが、マテリアリティは報告内
容を特定するプロセスに関する原則である。
これは企業の社会関連情報という極めて多
様な領域にアプローチする有効な手段であ
るばかりではなく、マテリアリティという発
想自体が企業と社会のかかわりを考える装
置となっている。 
 1970 年代に欧米で発展したような社会関
連会計システムは、21 世紀においても十分に
発展しているとはいえない。SIGMA ガイドラ
インのような取組はあるものの、企業に普及
するまでには至っていない。しかし、GRI ガ



イドラインにおける「経済価値の創出と分配
計算書」は、すべてのステイクホルダーを対
象とした新しいタイプの付加価値計算書と
して理解できる。 

CSR 会計の体系について検討した研究が國
部(2007a)である。 
 企業の社会的責任(CSR)は、企業経営にお
ける重要な経営課題となっている。近年では
環境報告書を社会情報にまで拡張して CSR報
告書を作成・発行する企業も増加傾向にあり、
その中で CSR 会計にも注目が集まっている。
しかし、CSR 会計は経済活動組織である企業
と CSR 活動を連携する会計であるが、まだ標
準化されてはいない。また、日本の環境省環
境会計ガイドラインのようなコストと効果
の対比を中心とする会計は、環境保全活動や
CSR 活動の効率性を示すことはできても、CSR
活動の結果を開示する計算書ではない。本論
文は CSR会計を体系化するための方向性を検
討することを目的としている。 
 GRI「サステナビリティ・レポーティング・
ガイドライン」(G3)では、サステナビリティ
報告書における経済情報開示の目的として、
①異なるステイクホルダー間の価値の流れ、
②社会における組織の主な経済影響の２つ
を挙げている。この目的は CSR 会計の目的と
しても合理的である。CSR 会計は、上記２つ
の目的の結果を示す計算書と、それらの結果
をもたらすための手段としての会計に体系
化すべきである。１つは異なるステイクホル
ダー間の価値の流れを示す計算書であり、付
加価値計算書がこれに該当する。これは結果
を示す会計であり、これに対応する手段とし
ての会計は生産性向上のための管理会計手
法である。また、もう１つは社会における組
織の主な経済影響を示す計算書であり、
SIGMA ガイドラインの環境外部性評価計算書
がこれに該当する。これに対応する手段とし
ての会計は、環境や社会活動に関するコス
ト・効果を示す計算書であり、例として日本
の環境省の環境会計がこれに当たる。 
 本論文で示した CSR会計の体系は現状の実
務及び理論から導出したものであり、改善の
余地は残されている。しかし、会計計算書に
は結果を示す計算書と、結果を出すための手
段としての計算書があり、両者を混同しては
有効な体系化を図ることは難しい。本論文は
G3が求めるCSRに関する経済情報をCSR会計
の結果を示す会計として展開することが可
能であることを示すと同時に、企業実務とし
て普及している CSR活動のコストを中心に計
算する会計はそのための手段として位置づ
けられることを示した。 
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